
2C15 技術開発・研究開発における ナ レッジマネジメントの 実態調査 

0 楠 大音，宮崎久美子 ( 東工大理工 ) 

1.  はじめに の 企業成長は限られたものであ る。 企業が継続的に 

成長していくためにはイノベーションが 不可欠であ り、 
米国を中心とした 急速な   清報 技術の芽 展 に際し、 シュンベンタ 一による「創造的破壊」が 必 、 要であ る。 

各企業はこの 変化を取り入れようとしたが、 急速過ぎ 従来のものを 否定し、 新しいものを 創造するような 新 
たため、 変化の取り入れに 伴って組織自体の 大幅な しい ナ レッジの創造こそが、 企業成長の原動力であ り、 

改革を必要とした。 各企業は情報技術の 変化に対応 そのために ナ レッジマネジメントが 存在する。 言い換 

した新たな経営理論の 構築を望んだ。 この要求に応 えるならば、 社内外の ナ レッジを自由に 活用できるよ 

える一つのコンセプトとして ナ レッジマネジメントが 誕 う に組織を整えることは、 イノベーションがより 起こりゃ 

生した，一部の 米企業は ナ レッジマネジメントのコン すい環境を整えると レづ ことなのであ る。 こうした環境 

セプトを積極的に 導入し、 多大な功績を 挙げた @ 知 整備こそが ナ レッジマネジメントの 本質であ る 

識を武器として 使 う のに 必 、 要な人財を育成するため 現在のところ ナ レッジマネジメントを 学術的に分析し 

に 情報資源の活用が 必、 要であ り、 この流れを司るの た研究は稀有であ り、 ナレッジマネジメントの 発展 及 
がナ レッジマネジメントのであ る。 び 成熟はこれから 期待される関心事であ る。 
こうした風潮の 中で、 多くの日本企業が ナ レッジマ 

ネジメントに 注目している。 しかし、 多くの日本企業で 3. 分析方法 
ナ レッジマネジメントの 仕組みがうまく 機能していない 

のが現状であ り、 そこには何らかの 原因があ るはずで 本研究では日本企業 14 社各 10 人 ( 表 1 参照 ) を対 
あ ると考えた。 本研究では上記の 点に注目し、 特に 象にアンケートを 発送し、 結果を考察した、 各企業 10 
日本企業における 技術開発・研究開発におけるナ ン 人 ずっとした理由は 、 同じ企業内でも 研究開発部門 
ッジ マネジメントに 焦点をあ て、 大企業 14 社を対象と や事業部門や 企画・管理部門では ナ レッジマネジメ 

した実態調査を 行った，企業の 現状把握を目的とし、 ント に対する捉え 方が違 うと 考えたからであ る。 また、 
現状と問題意識のギャップ 計測を試みた。 組織改革であ る ナ レッジマネジメントはトップダウン 的 

に 実践されなければならず、 それに対し、 管理 側と被 
2. ナ レッジマネジメント 管理側の違いも 計測したいと 考え、 各企業 10 人とい 

ぅ 形式を採った ， 
ナ レッジマネジメントの 確立した定義は 現在定まっ 

ていないが、 一般に共通した 見方では、 「組織の創 表 1 アンケート対象企業 
造性を支える ナ レッジを質量ともに 向上・拡大させる キヤノン、 シャープ、 住友電工、 東レ、 日産自動車、 
施策を通じて、 組織の実行可能， 性と 価値提供 力 高め 日本 IBM 、 日立製作所、 富士通、 三菱電機、 三菱化 
ることを目的とした 仕組みを形成し、 継続的その仕組 学、 山 / 内 製薬、 リコー、 NEC 、 宇宙開発事業団 
みそのものを 発展させていくこと」であ る。 そこには、 
組織活動を効果的に 行うための様々な 要素が包含さ 

れる。 ナ レッジの持つ 可能性や価値と、 組織の能力 本研究では研究開発に 的を絞っており、 これにより、 
に与える影響を 適切に認識した 上で、 個々の組織 活 以下のような 内容についてアンケートを 行った・ ， ・ 

動 が行われているかどうかを 配慮していく 視点が重   技術報告データ 
要であ る。   プロジェクト 等の中間報告 

ナ レッジを効果的に 利用するためには、 ナレッジを   研究開発における 創造性促進 
使いこなすような 仕組みを作らなければならず、 ナレ   親 企業・ 子 企業間の ナ レッジの共有 
ッジを共有し、 ナレッジの活用機会を 増やすべきであ   技術知識の創造・ 移転一般 
る 。 しかし、 ナレッジ活用の 仕組みを取り 入れるだけ   顧客情報のナ ンソジ 管理 
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  バーチャル R&D 、 コ一 ボレーション ( 注 n 

  イントラネット、 エクストラネット ( 注 2) 
  Gatekeeper( だ主三 3) 
  知的資産としての 人 財の移動 

  国際会議、 ジョイントベンチャー、 共同研究 

  ペ一バーァ一 一 。 タ - べ一 スはっ、 ・ 、 ての扱い 

  人材雇用・アウトソーシンバ   

  マッ ビンバ ( 江り ( 個人レベル、 企業レベル ) 

  アイディアの 審査・比較評価 

アンケートは 本研究の唯一のデータベースであ るこ 

とから、 通常のアンケート 形式とは異なり、 Rod 

C0ombS  (1998)  によって提案された Kno 村 edge 

Management  Audil  Too1( 監査、 ソール ) を用いた。 

PAKT  I と、 PART  I  の形式では抑えきれない 部分を 

PAKT  Ⅱで補 う 形式の二部構成になっている。 
図 l KMATT 診断 

KMAT 診断 表 
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Coombs の提案した KMATT はアンケートの 持つ主 

観性を抑え、 なるべく客観性の 出るような仕組みにな 
っている，また、 Coombs による KMAT はより幅広い 
ナ レッジマネジメントを 対象としているが、 本研究では 

研究開発に的を 絞ったので、 Coombs の提案した 

KMAT を目的に添うよ う に改良した。 PART Ⅱは通常 

の選択形式のアンケートであ り、 アンケート内容につ 
いては、 技術・研究開発の ナ レッジマネジメントがなる 

べく表面化するように 工夫してあ る。 

具体的な分析として、 まず KMAT 診断表を用いた 
分析を行った。 KMAT 診断は、 KMATT の結果を分析 

する方法として、 図 1 のように縦軸に 実践 度 、 横軸に 

重要度をとって 各 値 な プロットするもので、 プロットす 

る値は、 サンブル全体の 平均とか、 企業ごとの平均と 
かケースバイケースであ る。 問題なのはそのプロットし 

た点がどのエリアに 属するかであ る。 そのエリアとは 

図 1 に示すよ う に四つのエリア ( スタート、 ストップ、 継 

続的な改善、 優先順位 ) から成る。 
・「スタート」は、 問題意識は低いが 実践はされている 
エリアで、 企業はこの項目に 関する ナ レッジマネジ 

メントから手をつける 傾向があ る。 

  「ストップ」は、 問題意識も低く 実践 度 が低 い 

エリアで、 企業はこの項目に 関した 々 レッジマ 

ネジメントからは 手を引いていると 考えられる。 

  「継続的な改善」は、 問題意識も高く、 その実 

践具合も高 い エリアなので、 このエリアに 属す 

る項目の テ レッジマネジメントは 現状では ぅま 

く 機能しているか、 このまま現状維持していけ 
ば、 いずれうまく 機能して い く可能性の高 い 項 

目であ ると言える。 

  「 優矧 @ ほィ立 」とは問題意識は 高いが、 実践 度 が低い 

エリアで、 現状では実践されてはいないが 将来的 

に 優先して実践する 傾向にあ る項目がこのエリアに 

プロットされ・ る   ・． 

より正確な分析を 行 う ために、 PART I のデータに 

対して数量化理論Ⅱ類を 適用し、 相違点の明確化の 
ため、 3 部分に分け、 各々について 分析した「数量化 

理論Ⅱ類により、 重要だと考えられていることと、 重要 

だと考えられていることのギャッ プ を計測した， 

4. 分析結果 

企業全体の平均をとり、 各項目をプロット し 、 導出 

した KMAT 診断の結果が 図 2 であ る。 

企業全体の平均なので 実践 度 と重要度のギャップ 
がほとんどない   ，特に実践 度 もしくは重要度が 高いの 

は 14 、 それに続くのが、 9 、 22 、 34 となっている " この 

他にも部門別の 分析も行っており、 そこではもう 少し 

ギヤノブが大きく 表れている。 

数量化理論Ⅱ類を 用いた結果から、 以下の内容が 
導出された「 

  各企業は ナ レッジマネジメントに 対して積極的な 姿 

勢をもっている。 
  イントラネットなどの   清報 技術を基にした ナ レッジマ 

ネジメントはうまく 企業の中に取り 込まれていってい 

るのに対して、 外部からのアウトソーシンバや 

Gatekeeper( 注 3) などで、 企業の方針と 実践されて 
いることの間にギャップがあ る。 

・研究開発部門についてはジョイントベンチャー、 個 

人の マノ ピンバ、 技術の マノ ピンバ ( 注 4) によるコア 

テクノロジ一の 把握、 他機関で開発された 科学技 
術の評価などの 項目で重要だと 思われているほど 

実践されていない。 
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図 2 KMAT 診断の結果 
    
          

  
  

  
  
      

      
      

          
        

  

          

  研究開発部門が 企画・管理部門や 事業部門にも 
コアテクノロジ 一の把握を求め、 コアテクノ ジ 一把 

握に関し、 部門格差が存在している。 
  事業部では、 イントラネット 顧客情報・人材の 移 

動について関心が 高い， 

  企画・管理部門では、 ナレッ、 ジ マネジメントに 関 

心を持ち始めた 段階であ ることが伺え、 イントラ 不 

ット ・技術の報告会，人材の 移動といったトビック 

に関して関心が 高いが、 実践度は比較的低 い ， 

  市場・顧客情報でギャップが 多く見られることから、 

市場・顧客情報の ナ レッジをうまく 使いこなすの 

は難い 亡 とが伺われる。 

  ㎝ tekeep ㏄ ( 注 3) に関する内容でギャッ プ 

が多く見られた。 

表 2 アンケート項目の 一部 

14  イントラネットはどれくらい 構築されていますか ? 

9  社内で開発された 新技術の報告会 i, しくはそれ 

に相当する t, のがどれくらいあ りますか ? 

22 研究開発 つ 事業部などの 内部の人材移動は 柔 

軟ですか ? 

34  R&D 部門は市場・ 顧客情報を取り 入れた研究開 
発を行っていますか ? 

部門間分析において 顕著に相違が 表れたのが研 

究 開発部門と事業部門であ り、 研究開発部門の 方が 
  止り ナ レッジマネジメントに 対して積極的であ ると考え 

られる。 特に、 コアテクノロジ 一に関する ナ レッジの共 

有について事業部と 研究開発部門のギャップが 大き 

いという結果が 出た C. 

図 3 一 工 部門間分析 ( 左が研究開発部 )   
  

  

     
 

 
  

 
 
    

   
 
 

 
 

  

 
 

 
 

    
      

企業間分析の 結果図 4 一 1 であ り、 対象企業から 

抽出した A 社と B 社を比較した。 

" ℡ " 、 企 A 社Ⅰ " ハ A 土 

    

  

 
 

  
  

  

  

 
 

      

企業間分析では、 ほぼ全ての項目において 重要 
度・実践 度 ともに A 社が上回っている。 項目 7 におい 

て実践 度 ・重要度ともに 大きく上回り、 loa や 32 にお 

いても、 A 社が B 社よりも数値が 高い。 多くの項目に 

おいて重要度と 実践度の差が 近いため、 ナレッジマ 
ネジメントに 取り組み始めた 時期が A 社の方が早いこ 
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とが予測される     ると言える。 
最後に本研究のデータの 利用だが、 企業のべンチ 
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